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別府市温泉発電等の地域共生を図る条例の改正ポイント

【ポイント①】・・・アボイドエリア内で温泉発電等の導⼊を⾏う場合には、地熱資源調査、モニタリング調査を⾏い、温泉
発電等を⾏う地域を含む周辺地域の⾃治会と協定の締結に努めなければなりません。（１３頁〜１６
頁参照）

【ポイント②】・・・既にアボイドエリア内で温泉発電等の導⼊を⾏っている場合でも、平成３０年１０⽉１日以降に温
泉発電等設備の変更又は源泉の変更又は源泉からの熱エネルギーの供給に関する変更を⾏う場合は、
⼯事の着⼯前に地熱資源調査、モニタリング調査を⾏わなければなりません。（２１頁参照）

条例改正のポイント
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アボイドエリアの指定について

【アボイドエリアに指定される地域】

◎⼤字南⽴⽯のうち山の手風致地区及び鶴⾒風致地区に属する地域
（概ね該当する地域として乙原、観海寺、堀田地区）

◎⼤字鶴⾒のうち鶴⾒風致地区及び十文字原風致地区に属する地域
（概ね該当する地域として小倉、扇山、竹の内、明礬地区）

◎⼤字鉄輪のうち十文字原風致地区に属する地域
（概ね該当する地域として御幸、北鉄輪、鉄輪上地区）

◎⼤字野田のうち十文字原風致地区に属する地域
（概ね該当する地域として内竈、湯山地区）

※国⽴公園に指定されている地域は除きます。

下記に掲げる地域を地熱エネルギーの熱源からの伝播に密接に関係する重要な地域のうち温泉発電等掘削を回避すべき地域
（アボイドエリア）に指定しました。

詳しくは･･･『別府市公式ＨＰ⇒産業＞環境＞別府市地域の新エネルギー＞温泉発電等を⾏う事業者へ＞別府市アボイドエリア』 を参照してください︕
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温泉発電等の導⼊を⾏う事業者の責務について

■ 温泉発電等設備及び温泉発電等の熱源となる源泉に関する情報を市、近隣関係者及び近隣温泉関係者に⽰すとともに、
近隣関係者及び近隣温泉関係者の理解を得るために必要な説明等を積極的に⾏うこと。

■ 温泉発電等の導⼊又は温泉発電等設備の管理において、関係法令を遵守し、並びに⾃然環境及び生活環境の保全に配
慮すること。

■ 温泉資源の恵みを市⺠が享受できるよう努めること。

■ 温泉発電等の導⼊及び温泉発電等設備の管理を適正に⾏うとともに、事故及び公害等の防止に努めること。

■ 事故、公害等及び災害が発生したときは、適切に対応し、再発防止の措置を講ずること。
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温泉発電等の導⼊に係る事前協議（全体フロー）

6

事業者 別府市

設
置
⼯
事

着⼯届の受理

完了届の受理

現場確認

⼯事着⼯（届出の提出）

⼯事完了（届出の提出）

事業者 別府市

着
⼯
前
手
続

申出の受理

関係各課に意⾒照会

事前協議事項の通知

報告の受理

書類等の審査

事前協議完了の承認

事前協議の申出

事前協議事項通知書の受理

※提出書類
事前協議申出書、誓約書、事
業計画書、役員名簿等

事前協議完了
の報告

市所管の関係法令
の手続

近隣区域の⾃然・生活
環境への影響調査

近隣（温泉）関係者及び
熱源源泉の口径の4,000
倍の距離までの当該源泉の
海側に当たる区域の源泉所
有者への説明

騒音防止計画の作成

事前協議完了通知書の受理

協定書締結（推奨）
通知

モニタリング調査

地熱資源調査

⽔利関係者の承諾

５ ※１８頁参照

１
※７頁参照

２ ※７頁〜１２頁参照

４ ※１７頁参照

３
※１３頁〜１６頁参照



① 事前協議申出書の提出について

【手続きフロー】【提出書類】

事前協議事項通知書受理後は
関係法令手続、説明会、各種調査等を実施
※８頁〜１５頁を参照。
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事業者 別府市

着
⼯
前
手
続

申出の受理

関係各課に意⾒照会

事前協議事項の通知

事前協議の申出

事前協議事項通知書の受理

※提出書類
事前協議申出書、誓約書、事
業計画書、役員名簿等



② 市が所管する手続について

詳しくは･･･『別府市公式ＨＰ⇒産業＞環境＞別府市地域の新エネルギー＞温泉発電等を⾏う事業者の方へ＞参考資料』 を参照してください︕
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② 地元説明会について

対象１︓近隣関係者
対象２︓近隣温泉関係者
対象３︓規則第３０条で定める区域に存する源泉所有者

（説明対象者） （説明内容）

１．近隣区域影響調査の結果等
２．温泉発電等導⼊に係る事業計画等
３．モニタリング調査結果及び地熱資源調査の結果

（留意事項）

１．説明会実施調書
２．説明を⾏うべき対象者の範囲を⽰す図⾯等
３．開催の周知方法及び周知の事実が分かる書類
４．説明対象者が説明を受けたことの分かる書類等
５．質疑応答の内容が分かる書類
６．説明の際に配布した資料
７．その他

１．説明会を開催した場合であっても個別に説明を求められた
時はそれに応じなければなりません。

２．説明会を開催する周知は１週間前までに目的を⽰して
⾏ってください。

（提出書類）

発電所
敷 地

近隣区域

２００ｍ

熱
源

１５０ｍ
該当

該当

非該当

（近隣関係者の範囲） （近隣温泉関係者の範囲）

熱源となる源泉の口径の４，０００倍
の距離までの当該源泉の海側に（東側
）に当たる区域（口径が８０mmを超
える場合は６００m）

（規則第３０条で定める区域
に存する源泉所有者の範囲）

この場合、源泉
１〜７までの源
泉所有者が説明
対象者になります。
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② ⽔利関係者への説明について

対象︓⽔利関係者

（説明対象者） （説明内容）

１．近隣区域影響調査の結果等
２．温泉発電等導⼊に係る事業計画等

（留意事項）

１．⽔利関係者説明実施調書
２．⽔利関係者の承諾を得たことの分かる書類
３．質疑応答等の内容が分かる資料
４．説明の際に配布し、又は提⽰した資料
５．質疑応答の内容が分かる書類

取⽔または排⽔の管理を委託するときは受託した事業者に対し
ての指導と⽔利関係者に当該委託の説明を⾏わなければなり
ません。

（提出書類）

（⽔利関係者の範囲）
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② 近隣区域の⾃然環境及び生活環境に及ぼす影響調査について

①⼤気汚染、騒音、振動、悪臭等について

ア.公害関係法令（⼤気汚染防止法、騒音規制法、振動規制法、⽔質汚濁
防止法など）への該当の有無

イ. 『電気設備に関する技術基準を定める省令』『発電⽤⽕⼒設備に関する
技術基準を定める省令』）への該当の有無

ウ.別府市環境保全条例の公害関係の規定への該当の有無

②河川、⽔路等に及ぼす影響

ア.取⽔又は排⽔の経路及び流域等（第三者委託は河川、⽔路等に⾏うまでの
経路）の図⽰

イ.⽔利関係者の確認→説明と承諾へ

③噴気、温泉⽔、地下⽔等の地下資源に及ぼす影響

ア.熱源となる源泉及び近隣の源泉等に関する情報の整理

イ.近隣温泉関係者やモニタリングの実施を確認

ウ.近隣区域内の他の熱利⽤施設や温泉発電等設備に関する情報を整理

エ.発電に使⽤後の温泉⽔の処理及び利⽤に関する情報の整理

オ. 熱源の湧出量が導⼊前より増える場合には当該情報と対応策を整理

④⾃然災害が発生した際の⾃然環境及び生活環境に及ぼす影響

ア.⾃然災害を想定した地域規制等（地すべり等防止法、砂防法、急傾斜地
の崩壊による災害の防止に関する法律など）への該当状況の確認

イ.設備に関する危険要因
（汽⽔分離器などの第⼀種圧⼒容器、５０ｋｗ以上の電気設備など)の整理

ウ.災害発生時に関する対応（保安規程の制定、届出及び遵守、主任技術者の
選任及び届出、緊急電源としての電⼒供給）の整理

⑤その他市から指⽰を受けた事項

ア.⾃然環境等で保護すべき事項がある場合に生活環境課から指⽰します。

温泉発電等の導⼊が近隣区域の⾃然環境及び生活環境に及ぼす影響の調査と騒音の防止に関する計画を作成する必要があります。
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② 騒音防止計画の提出について

空気圧縮機及び送風機

定格出⼒
7.5KW以上

定格出⼒
3.75KW〜7.5KW以上

定格出⼒
3.75KW未満

公害の防止に関する⼯事計画書
（九州産業保安監督部に提出するものと同等のもの）

公害の防止の方法を記載した書類
（環境安全係に提出するものと同等のもの）

騒音防止計画書（様式第９号）

（対 象）

（定格出⼒） （提出書類）
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③ モニタリングの実施方法について

１．熱源となる源泉

２．熱源となる源泉の付近源泉２か所
※１４頁のモニタリング選定方法について参照

（選定方法） （モニタリングの実施回数）

合計３か所で実施回数は２回

※２回目以降のモニタリングは、前回の実
施時期から１ヶ⽉の間隔を空けて⾏う必要
があります。

（報告時期）

事前協議完了報告書の提出前まで

※地元説明会でモニタリング結果及び地熱
資源調査の結果報告を⾏うことが義務付け
られているため地元説明会の開催前までに
全て実施する必要があります。

温泉発電等設備の稼動後から６ヶ⽉後、１
年後、以後１年毎に報告

（定期報告）

１．モニタリング調査報告書
２．温泉台帳の写し
３．モニタリングの実施を承諾していること

の分かる書⾯

（提出書類）

13



③ モニタリングの選定方法について
モニタリング選定に係る各区域
（ア）熱源源泉から源泉口径の２，０００倍の距離（源泉口径が８０ミリメートルであるものにあっては１５
０メートル、源泉口径が８０ミリメートルを超え１５０ミリメートルまでのものにあっては３００メートル）までの
範囲内の熱源源泉の海側（東側）に当たる区域

（イ）熱源源泉から源泉口径の３，０００倍の距離（源泉口径が８０ミリメートルであるものにあっては２４
０メートル、源泉口径が８０ミリメートルを超え１５０ミリメートルまでのものにあっては４５０メートル）までの
範囲内の熱源源泉の海側（東側）に当たる区域（アに掲げる区域を除く。）

（ウ）熱源源泉から源泉口径の４，０００倍の距離（源泉口径が８０ミリメートルであるものにあっては３２
０メートル、源泉口径が８０ミリメートルを超え１５０ミリメートルまでのものにあっては６００メートル）までの
範囲内の熱源源泉の海側（東側）に当たる区域（ア及びイに掲げる区域を除く。）

（エ）熱源源泉から源泉口径の４，０００倍の距離に源泉口径の１，０００倍の距離を順次加えて得た距
離（源泉口径が８０ミリメートルであるものにあっては３２０メートルに８０メートルを順次加えて得た距離、源
泉口径が８０ミリメートルを超え１５０ミリメートルまでのものにあっては６００メートルに１５０メートルを順
次加えて得た距離）までの範囲内の熱源源泉の海側（東側）に当たる区域（ア、イ及びウに掲げる区域を除く
。）又は市⻑が指定する区域

【モニタリング選定１か所目】
熱源泉源に最も近い区域内にある既存泉源１か所（既に条例規定に
よるモニタリングが実施されているものを除く。）

（モニタリング選定２か所目）
区域（イ）から（エ）までに掲げる源泉で既に選定した泉源以外で、
熱源泉源に最も近い区域内にある既存泉源１か所（既に条例規定に
よるモニタリングが実施されているものを除く。）

選定のポイント① 選定のポイント②
合計２か所

この場合であれば
（ア）と（イ）の
地点にある源泉を
モニタリングの対
象とします。
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① 地熱資源調査の実施について

地質調査

地化学調査

物理探査

◮ 地下の⽐抵抗、磁場や重⼒を計測して地下構造を調べます。

調査方法・・・電気探査

提出書類・・・電気探査解析図

◮ 温泉や噴気が⾒られる場所や熱⽔変質帯を地表踏査して調べます。

調査方法・・・地質調査、ボーリング調査

提出書類・・・広域的な地質図（文献調査可）、調査範囲内の地質図

地熱資源調査の実施とは、地質調査、地化学調査及び物理探査の３つの実地調査を⾏うことをいいます。調査範囲は、掘削口
径の４，０００倍までの距離の範囲（掘削口径が８０mmを超え１５０mmまでのものにあっては６００メートル）で⾏う
必要があります。

◮ 温泉⽔を採取・分析し、その結果から温泉のでき方や温度、流動方向などを調べます。

調査方法・・・地化学調査

提出書類・・・分析結果
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③ ⾃治会との協定の締結について

１．地域振興への協⼒に関する事項

２．地熱資源の調査及びモニタリングの結果の提供に関する事項

３．温泉発電等の導⼊に関する情報の提供に関する事項

協定の締結事項

近隣関係者、近隣温泉関係者及び規則第３０条に定める区域（⑥ 地元
説明会 ９頁参照）にある全ての⾃治会が協定を締結する対象となります。

周辺地域の⾃治会とは

アボイドエリア内にある源泉を利⽤して温泉発電等の導⼊を⾏おうとする導⼊事業者は、当該源泉の周辺地域の⾃治会と下記に掲げ
る事項に関する協定の締結に努めなければなりません。また、協定を締結したときは市⻑に報告しなければなりません。
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事業者 別府市

着
⼯
前
手
続

報告の受理

書類等の審査

事前協議完了の承認

事前協議完了
の報告

市所管の関係法令
の手続

近隣区域の⾃然・生活
環境への影響調査

近隣（温泉）関係者及び
熱源源泉の口径の4,000
倍の距離までの当該源泉の
海側に当たる区域の源泉所
有者への説明

騒音防止計画の作成

事前協議完了通知書の受理

協定書締結（推奨）
通知

モニタリング調査

地熱資源調査

⽔利関係者の承諾

④ 事前協議完了届の提出について

【提出書類】 【手続きフロー】

⼯事着⼯へ

17

+

 +

市所管手続の実施
関係法令手続完了
調書（様式５号）

地元説明会
説明会等実施

調書（様式６号）

関係者
の範囲

周 知
関係書

出席者
等名簿

議事録 配 布
資 料

⽔利関係者
の説明と承諾

⽔利関係者説明等
実施調書（様式７号）

承諾
関係

議事録

配布
資料

指導内
容資料

環境影響
調査の実施

近隣区域影響調査報
告書（様式８号）

騒音防止計画書等
（様式９号）

事前協議完了
報告書（様式１０号）

手続書類の写し等+

モニタリング調査報
告書（様式１２号）

地熱資源調査の
報告書

協定の締結書
（推奨）



⑤ ⼯事着⼯届、完了届、現地確認について

■ ⼯事完了の日から１０日以内に市に（様式第１４号）が提出。なお、⼯事完了の届出には次の書類のいずれかが必要となります。

ア．温泉発電等設備に係る電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）その他の関係法令の規定による全ての完了の検査等が完了したことを
証する書類

イ．温泉発電等設備が電気事業法第３９条第１項の主務省令で定める技術基準に適合していることを証する書類

■ ⼯事完了届が提出されたら、生活環境課が現地確認をいたします。

（確認事項）
技術基準（電気事業法）への適合及び貯湯槽、汽⽔分離器（圧⼒容器）に関する安全確認と⼯事完了届出時の添付資料（証明）の確認

【⼯事着⼯届】

■ ⼯事着⼯の日から１０日以内に市に（様式第１３号）を提出。

【⼯事完了届】

【現地確認】
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事故時の対応と設備の廃止について

１．応急措置後に事故状況報告書（様式第１７号）を提出。

２．事故の再発防止のための計画の提出。

１．温泉発電等設備廃止届（様式第１８号）を提出。
※設備の撤去及び廃棄に関しては近隣区域の⾃然環境や生活
環境に配慮する必要があります。

『事故時の対応』 『設備の廃止』
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導⼊事業者の変更について

■ 事実発生日から１０日以内に導⼊事業者変更届（様式第１５号）に左記の書類を提出。

■ 温泉発電等の導⼊に際し⾏う請負、委任又は委託の契約の相手方の変更がある場合
ア．暴⼒団関係者等に該当しない旨の誓約書

■ 導⼊事業者から譲渡された者は、譲渡前の事業者に係る本条例に定める手続及びその
結果を引き継ぎ、責務を⾏わなければならないものとしています。

【提出書類】

『責務者の継続』

『留意事項』

20



温泉発電等設備の変更について

温泉発電等
設備の変更

源泉の変更又は源泉か
らの熱エネルギーの供給
に関する変更

温泉発電等のための取
⽔又は排⽔に関する変更

温泉発電等を設置
する位置の変更

温泉発電等設備の敷
地の⾯積及び利⽤

方法等の変更

事業内容変更届（様式第１６号）+ 変更の内容を⽰す書類 + 規則第３条１項各号に掲げる書類

⼯事着⼯

（変更事由）

（提出書類）

１．地熱資源調査
２．モニタリング調査
３．⾃治会との協定の締結

⼯事着⼯
既にアボイドエリア内で温泉発電等の導⼊を⾏っている場合でも平成３０年１０⽉１日以降
に温泉発電等設備の変更又は源泉の変更又は源泉からの熱エネルギーの供給に関する変更を
⾏う場合は、必要な⼯事を着⼯する前に地熱資源調査、モニタリング調査を⾏うことが義務付
けれます。

ポイント
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補助⾦申請に対する市の同意について

『補助⾦申請に対する市の同意を⾏う条件』
■ 暴⼒団関係者ではないこと。

■ 導⼊案件が公益を害するおそれがないとき。

■ 近隣区域の⾃然環境及び生活環境に及ぼす影響に対し適切な措置を講じた上で⾏
われるものであること。

【提出書類】
温泉発電等の導⼊において、補助⾦等の申請や関係法令の規定による手続等に伴
い別府市の同意を必要とするときは市⻑に申請をする必要があります。
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勧告改善、公表等について

■ 改善勧告

条例違反や申請内容に虚偽があった場合などに改善措置実施勧告書（様式第23号）により勧告を⾏います。

■ 公表

改善勧告に従わない場合にインターネットによる公表を⾏い、関係機関（経産省等）に対しても、この件に関する情報を提供します。

■ 同意の取消

改善勧告に従わない場合などに取り消し、取消通知書（様式第21号）により事業者及び関係機関に通知します。

■ 勧告中である事業者の⾏う他の案件の対応

改善される⾒通しのない案件で勧告されている場合は、事前協議完了の承認及び同意はしません。
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